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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回         次
第36期

第３四半期連結累計期間
第36期

第３四半期連結会計期間
第35期

会  計  期  間
自平成20年４月１日
至平成20年12月31日

自平成20年10月１日
至平成20年12月31日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（千円） 13,786,538 4,259,383 19,647,248

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△97,269 △752,181 1,049,055

当期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△399,979 △564,485 599,874

純資産額（千円） － 10,932,878 12,958,257

総資産額（千円） － 40,066,537 38,102,753

１株当たり純資産額（円） － 319.66 374.80

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△11.70 △16.60 17.46

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 27.1 33.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
399,663 － 3,166,398

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,312,576 － △4,815,275

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
3,627,467 － 1,009,297

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（千円）
－ 7,346,150 6,083,690

従業員数（人） － 1,806 1,575

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　      ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第35期においては潜在株式がないため、ま

た第36期第３四半期連結累計期間及び第36期第３四半期連結会計期間においては四半期純損失であり、かつ

潜在株式がないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,806 [241]

　（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の[　]内は外書きで、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算に

よる人員）であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 906 [213]

　（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の[　]内は外書きで、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算による

人員）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比（％）

前臨床事業 3,675,998 －

臨床事業 1,461,016 －

トランスレーショナル　リサーチ事業 － －

その他事業 23,832 －

合計 5,160,848 －

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

前臨床事業 4,347,008 － 16,143,747 －

臨床事業 898,123 － 4,564,842 －

トランスレーショナル　リサーチ事業 － － － －

その他事業 79,778 － 113,949 －

合計 5,324,910 － 20,822,539 －

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

前臨床事業 3,022,797 －

臨床事業 1,218,030 －

トランスレーショナル　リサーチ事業 － －

その他事業 18,555 －

合計 4,259,383 －

　（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当第３四半期連結会計期間における販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先に該当す

る主要な販売先はございません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。　

（１）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題、リーマンショック等による金融市場の

混乱、米国、欧州の景気の減速懸念に伴う円高の進行等により、輸出関連企業の業績をはじめ実体経済への先行きにも

大きな不安感を残しました。

　医薬品業界におきましては、基幹製剤の特許期限に関する「2010年問題」を抱える中で、売上の成長維持を目指し自

社開発を一層強化すると共に、有望製剤の獲得のために、大型M&Aやライセンスイン等活発化しつつあります。

　このような流れを受け、業界再編が加速化される中でメガファーマを中心とする各製薬企業は、事業規模と収益機会

の拡大を目指すと同時に、グローバルな視点からCROとの協業体制を構築することを前提に、各研究開発拠点の統廃

合を進め、アウトソーシング化を推し進めることで、研究開発費や時間コストの合理化を通じて利益構造の改善を目

指す動きが一層顕著になってまいりました。

　当社グループは、世界市場の中で圧倒的なシェアを占める米国での事業を集中的に強化していく方針の下に、これま

で施設拡張と人員拡充に取り組んでまいりました。その結果、米国前臨床の受注及び受注残高は短期間で、50年の歴史

を有する日本の前臨床事業と比肩し得る規模に達しつつあります。

　当社グループは、金融危機の影響等による短期的な受注動向に捉われず、内部体制の充実と再整備に力を注ぎ、クオ

リティの高いレポートを提供し、顧客の開発固定費の合理化に貢献していく体制をしっかりと維持し、米国市場での

一層のシェア拡大を目指していく方針です。

　当第３四半期連結会計期間は、前臨床事業において受託試験が大型化、長期化してきているため、売上計上が第４四

半期連結会計期間以降にずれ込んでおります。また、平成20年11月には当社初の東日本研究施設として群馬県高崎市

にバイオアナリシスリサーチセンターを取得し、同事業所におけるGLP試験の受託にむけ、施設の整備、GLP体制の立

ち上げに注力いたしました。

　こうした状況の中、当社グループの第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は4,259百万円、営業損失は229百万円、

経常損失は752百万円、四半期純損失は564百万円となりました。

　

　当第３四半期連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　①　前臨床事業

　当事業部門におきましては、受託試験が大型化、長期化してきているため、売上計上が翌事業年度以降にずれ込ん

でおります。また、平成20年11月に当社初の東日本研究施設として群馬県高崎市にバイオアナリシスリサーチセン

ターを取得し、同事業所におけるGLP試験の受託にむけ、施設の整備、GLP体制の立ち上げに注力いたしました。ま

た、米国における金融危機に端を発した経済危機の中で、委託者による発注スケジュールの調整や試験実施時期の

延期等が生じております。

　そうした中で、当第３四半期連結会計期間における売上高は3,034百万円となりました。営業損失は233百万円とな

りました。

　②　臨床事業

　当事業部門におきましては、米国臨床（フェーズⅠ～Ⅲ）事業で医師や医療スタッフの体制が整いつつあること

から、受注は堅調に拡大してきております。中長期的な経営戦略の視点から、ハイクオリティーな試験成果を提供す

ることにより当社のブランド価値を市場に浸透させることに重点を置き事業を展開いたしております。また、国内

事業では、当社が得意とする疾患分野を中心に採算性を重視しつつ、業容拡大に努めております。

　そうした中で、当第３四半期連結会計期間における売上高は1,218百万円となりました。営業利益は114百万円とな

りました。

　③　トランスレーショナル　リサーチ事業

　当事業部門におきましては、経鼻投与製剤のグラニセトロン（制吐剤）が米国でフェーズⅠ（臨床）試験を終了

し、フェーズⅡ臨床試験を開始しており、ライセンスアウトに向けた活動も強化しております。

　そうした中で、当第３四半期連結会計期間における営業損失は136百万円となりました。
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　④　その他事業　

　当事業部門におきましては、環境分析装置等の販売を行っております。

　当第３四半期連結会計期間における売上高は55百万円となりました。営業損失は０百万円となりました。

　所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　①　日本

　当地域におきましては、米国前臨床事業の支援、国際競争に打ち勝つ人材の育成を目的に中堅のコア人材を米国に

派遣しております。また、受託試験が大型化、長期化してきているため、売上計上が翌事業年度以降にずれ込んでお

ります。また、平成20年11月に当社初の東日本研究施設として群馬県高崎市にバイオアナリシスリサーチセンター

を取得し、同事業所におけるGLP試験の受託にむけ、施設の整備、GLP体制の立ち上げに注力いたしました。

　そうした中で、当第３四半期連結会計期間における売上高は2,645百万円となりました。営業損失は212百万円とな

りました。

　②　北米地域

　当地域におきまして、前臨床事業において金融危機に端を発した経済危機の中で、委託者による発注スケジュール

の調整や試験実施時期の延期等が生じております。

　臨床事業については医師や医療スタッフの体制が整い、受注が拡大してきております。中長期的な経営戦略の視点

から、ハイクオリティーな試験成果を提供することにより当社のブランド価値を市場に浸透させることに重点を置

き事業を展開しており、受注も堅調に拡大しております。

　そうした中で、当第３四半期連結会計期間における売上高は1,593百万円となりました。営業利益は49百万円となり

ました。

　③　その他の地域

　カンボジアにおきましては、主に当社グループの前臨床事業に質の高い実験動物（霊長類）を安定的に供給する

ため、実験動物の繁殖、育成、検疫、輸出を行っております。また、中国（広州）では、前臨床試験受託に向けＧＬＰ試

験体制の確立に向けた検証試験を実施しております。また、中国（上海）では、前臨床及び臨床試験試料の分析を、

インドでは前臨床試験の統計処理業務の支援を行う体制が整ってきております。

　そうした中で、当第３四半期連結会計期間における売上高は174百万円となりました。営業損失は92百万円となり

ました。

（２）資産、負債、純資産の状況

　当第３四半期連結会計期間における前連結会計年度末からの財政状態の変動は、以下のとおりとなりました。

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,963百万円(5.2％)増加し、40,066百万円となりま

した。流動資産につきましては、有価証券が増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ1,916百万円(11.0％)増

加して19,357百万円となりました。固定資産につきましては、投資有価証券が減少したものの、前臨床施設の購入及び

増設にともない土地及び建設仮勘定が増加した結果、47百万円（0.2％)増加して20,709百万円となりました。

　負債は、前連結会計年度末に比べ3,989百万円(15.9％)増加し、29,133百万円となりました。流動負債につきましては、未

払法人税等及びその他流動負債は減少しましたが、短期借入金及び前受金が増加したことなどにより前連結会計年度

末に比べ604百万円(4.4％)増加して14,226百万円となりました。固定負債につきましては、長期借入金が増加したこと

などにより前連結会計年度末に比べ3,384百万円(29.4％)増加して14,907百万円となりました。

　純資産は、四半期純損失を計上し、また配当金の支払、自己株式の取得及び為替換算調整勘定の減少などにより、前連

結会計年度末に比べ2,025百万円(15.6％)減少し、10,932百万円となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は第２四半期連結会計期間末と

比べて309百万円（4.4％）増加し、7,346百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、171百万円となりました。

　主な内訳は、税金等調整前四半期純損失736百万円、減価償却費468百万円、売上債権の減少額174百万円、たな卸資

産の増加額716百万円及び前受金の増加額263百万円であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、1,162百万円となりました。

　主な内訳は、有形固定資産の取得による支出1,928百万円、投資有価証券の取得による支出591百万円及び投資有価

証券の売却による収入1,472百万円であります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、1,631百万円となりました。

　主な内訳は、長期借入れによる収入2,500百万円、長期借入金の返済による支出503百万円及び自己株式の取得によ

る支出298百万円であります。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、134,994千円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、前臨床事業の拠点としてバイオアナリシスリサーチセンターの施設等を購入

したことにより新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人)建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

器具及び
備品

土地
[面積㎡]

その他 合計

バイオアナリシス

　リサーチセンター

(群馬県高崎市)

前臨床事業 研究施設等 52,054 201 8,335
481,577

[30,673]
－ 542,168

14

〔 1〕

　（注）１．従業員数欄の〔　〕内は外書きで、臨時従業員数を表示しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画に重要な変更はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 137,376,000

計 137,376,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,344,000 34,344,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数　100株

計 34,344,000 34,344,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 34,344,000 ― 5,391,050 ― 6,073,450

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

154,100
－ 　－

完全議決権株式（その他）
　普通株式

34,188,400
341,884 　－

単元未満株式
　普通株式

1,500
－ 　－

発行済株式総数 34,344,000 － －

総株主の議決権 － 341,884 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が2,200株（議決権の個数22個）が含まれてい

ます。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社新日本科学
鹿児島県鹿児島市
宮之浦町2438番地 154,100 ― 154,100 0.45

計 － 154,100 ― 154,100 0.45

　（注）当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日）現在の自己株式数は400,000株であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月　 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,833 1,793 1,524 1,515 1,518 1,505 1,410 1,270 871

最低（円） 1,515 1,350 1,323 1,387 1,421 1,032 948 753 682

　　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）における株価を記載しております。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて発生した役員の異動は下記のとおりで

あります。

(1）新任役員

　該当事項はありません。　

(2）退任役員

　該当事項はありません。　

(3）役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役 グループ企業担当 専務取締役 経営企画部長 高梨　健　 平成21年１月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。なお、第１四半期連結会計期間

（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一

部を改正する内閣府令」（内閣府令第50号　平成20年８月７日）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後

の四半期連結財務諸表規則を早期適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,985,461 6,094,513

受取手形及び売掛金 1,720,730 1,937,856

有価証券 3,485,834 353,254

たな卸資産 ※1
 8,942,971

※1
 8,218,788

その他 1,249,259 850,393

貸倒引当金 △26,971 △14,155

流動資産合計 19,357,285 17,440,650

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 12,314,274

※2
 12,726,699

その他（純額） ※2
 6,787,594

※2
 5,240,475

有形固定資産合計 19,101,868 17,967,174

無形固定資産 330,176 327,194

投資その他の資産

投資その他の資産 1,280,806 2,371,333

貸倒引当金 △3,600 △3,600

投資その他の資産合計 1,277,206 2,367,733

固定資産合計 20,709,252 20,662,102

資産合計 40,066,537 38,102,753

負債の部

流動負債

買掛金 362,143 210,263

短期借入金 3,228,517 2,270,817

未払法人税等 91,493 559,927

前受金 8,668,919 8,155,725

その他 1,875,333 2,424,751

流動負債合計 14,226,407 13,621,486

固定負債

長期借入金 14,897,850 11,510,555

その他 9,401 12,454

固定負債合計 14,907,251 11,523,009

負債合計 29,133,659 25,144,496
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,391,050 5,391,050

資本剰余金 6,073,450 6,073,450

利益剰余金 376,698 982,740

自己株式 △528,619 △80

株主資本合計 11,312,578 12,447,160

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △999 15,242

繰延ヘッジ損益 － △27,847

為替換算調整勘定 △460,998 437,548

評価・換算差額等合計 △461,998 424,943

少数株主持分 82,298 86,153

純資産合計 10,932,878 12,958,257

負債純資産合計 40,066,537 38,102,753
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 13,786,538

売上原価 8,842,118

売上総利益 4,944,419

販売費及び一般管理費 ※1
 4,617,543

営業利益 326,876

営業外収益

受取利息 35,448

受取配当金 2,522

投資有価証券売却益 36,525

施設利用料収入 99,243

その他 83,974

営業外収益合計 257,713

営業外費用

支払利息 204,137

持分法による投資損失 227

為替差損 473,706

その他 3,788

営業外費用合計 681,859

経常損失（△） △97,269

特別利益

固定資産売却益 301

投資有価証券売却益 35,009

その他 771

特別利益合計 36,082

特別損失

固定資産売却損 489

固定資産除却損 39,310

その他 7,916

特別損失合計 47,716

税金等調整前四半期純損失（△） △108,903

法人税、住民税及び事業税 62,965

法人税等調整額 233,233

法人税等合計 296,198

少数株主損失（△） △5,123

四半期純損失（△） △399,979
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 4,259,383

売上原価 2,950,581

売上総利益 1,308,802

販売費及び一般管理費 ※1
 1,538,723

営業損失（△） △229,921

営業外収益

受取利息 13,853

受取配当金 1,186

投資有価証券売却益 36,525

持分法による投資利益 2

補助金収入 43,744

施設利用料収入 41,442

その他 26,004

営業外収益合計 162,759

営業外費用

支払利息 80,348

為替差損 601,891

その他 2,781

営業外費用合計 685,020

経常損失（△） △752,181

特別利益

固定資産売却益 2

投資有価証券売却益 35,009

その他 771

特別利益合計 35,783

特別損失

固定資産売却損 3

固定資産除却損 15,839

投資有価証券評価損 4,353

その他 45

特別損失合計 20,243

税金等調整前四半期純損失（△） △736,641

法人税、住民税及び事業税 △125,462

法人税等調整額 △45,611

法人税等合計 △171,073

少数株主損失（△） △1,081

四半期純損失（△） △564,485
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △108,903

減価償却費 1,343,497

のれん償却額 2,704

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14,303

受取利息及び受取配当金 △37,970

支払利息 204,137

為替差損益（△は益） 399,226

持分法による投資損益（△は益） 227

固定資産売却損益（△は益） 188

固定資産除却損 39,310

投資有価証券売却損益（△は益） △71,535

投資有価証券評価損益（△は益） 7,871

売上債権の増減額（△は増加） 184,664

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,131,528

前受金の増減額（△は減少） 887,818

仕入債務の増減額（△は減少） 157,213

未払金の増減額（△は減少） △104,646

未払費用の増減額（△は減少） △105,657

その他 △593,323

小計 1,087,596

利息及び配当金の受取額 37,368

利息の支払額 △211,009

法人税等の支払額 △514,291

営業活動によるキャッシュ・フロー 399,663

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △94,173

定期預金の払戻による収入 430,106

有価証券の取得による支出 △295,650

有価証券の売却による収入 99,500

有価証券の償還による収入 100,000

有形固定資産の取得による支出 △3,306,562

無形固定資産の取得による支出 △113,813

有形固定資産の売却による収入 1,317

投資有価証券の取得による支出 △592,071

投資有価証券の売却による収入 1,479,962

関係会社株式の取得による支出 △2,500

貸付けによる支出 △19,139

貸付金の回収による収入 4,777

その他 △4,330

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,312,576
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △55,747

長期借入れによる収入 6,000,000

長期借入金の返済による支出 △1,574,534

自己株式の取得による支出 △528,539

配当金の支払額 △203,217

その他 △10,493

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,627,467

現金及び現金同等物に係る換算差額 △452,094

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,262,460

現金及び現金同等物の期首残高 6,083,690

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,346,150
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項の変更 　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項の変更 　該当事項はありません。

４．会計処理基準に関する事項の変更 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しており

ます。これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常損失

及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。

（２）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号

　平成18年５月17日）を適用しております。これによる当第３四半

期連結累計期間の営業利益、経常損失及び税金等調整前四半期純

損失に与える影響はありません。

（３）「リース取引に関する会計基準」の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１

日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用

することができるようになったことに伴い、第１四半期連結会計

期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引につきましては、引き続き賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。これに

よる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常損失及び税金等

調整前四半期純損失に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出について

は、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎

として合理的な方法により算出する方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関して、収益性の低下が明らか

なものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方

法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社新日本科学(E05385)

四半期報告書

20/29



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　たな卸資産

　商品及び製品 1,259,982千円　

　仕掛品 7,432,662千円　

　原材料及び貯蔵品 250,326千円　

　合計 8,942,971千円　

※１　たな卸資産

　商品及び製品 1,523,436千円　

　仕掛品 6,531,998千円　

　原材料及び貯蔵品 163,354千円　

　合計 8,218,788千円　

※２　有形固定資産の減価償却累計額

　       9,178,572千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

　8,347,323千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであります。

給与・手当 1,355,003千円　

貸倒引当金繰入額 15,696千円

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであります。

給与・手当 446,745千円　

貸倒引当金繰入額 11,209千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,985,461千円

　有価証券勘定 3,485,834千円

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △28,134千円

　ＭＭＦ以外の有価証券 △97,009千円　

　現金及び現金同等物 7,346,150千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　34,344,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　 400,088株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（１）配当金の支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月27日

定時取締役会
普通株式 206,063 6.0 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、当第３四半期連結累計期間において、自己株式528,539千円を取得いたしました。なお、当第３四半期連

結会計期間末における自己株式は528,619千円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
前臨床事業
（千円）

臨床事業
（千円）

トランス
レーショ
ナル
リサーチ
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する

売上高　　
3,022,797 1,218,030 ― 18,555 4,259,383 ― 4,259,383

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
11,720 162 ― 36,873 48,756 (48,756) ―

計 3,034,517 1,218,193 ― 55,429 4,308,140 (48,756) 4,259,383

営業利益又は営業損失(△) △233,224 114,365 △136,227 △727 △255,812 25,891 △229,921

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
前臨床事業
（千円）

臨床事業
（千円）

トランス
レーショ
ナル
リサーチ
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する

売上高　　
10,310,994 3,380,023 ― 95,520 13,786,538 ― 13,786,538

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
17,025 20,941 ― 45,329 83,296 (83,296) ―

計 10,328,019 3,400,965 ― 140,849 13,869,834 (83,296) 13,786,538

営業利益又は営業損失(△) 192,165 382,820 △322,241 △4,952 247,792 79,084 326,876

（注）１　事業の区分は、創薬のための研究開発プロセスによっております。

２　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本
（千円）

北米地域
（千円）

その他の
地域
（千円）

計（千円）
消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 2,645,326 1,593,767 20,289 4,259,383 ― 4,259,383

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 162 154,250 154,413 (154,413) ―

計 2,645,326 1,593,930 174,540 4,413,797 (154,413) 4,259,383

営業利益又は営業損失（△） △212,116 49,306 △92,955 △255,765 25,844 △229,921

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本
（千円）

北米地域
（千円）

その他の
地域
（千円）

計（千円）
消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 9,143,690 4,490,573 152,274 13,786,538 ― 13,786,538

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,157 20,941 536,209 561,308 (561,308) ―

計 9,147,848 4,511,514 688,484 14,347,847 (561,308) 13,786,538

営業利益又は営業損失（△） 173,440 341,165 △266,116 248,489 78,387 326,876

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米地域：米国

その他の地域：英国、香港、中国、カンボジア、インド

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,438,483 116,347 1,554,831

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ―　 4,259,383

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 33.8 2.7 36.5

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 3,903,542 717,266 4,620,808

Ⅱ　連結売上高（千円） ―　 ―　 13,786,538

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 28.3 5.2 33.5

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米地域：米国、カナダ

その他の地域：スウェーデン、中国、ドイツ他４カ国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額について、当該有価証券が企業集団の事業の運営にお

いて重要であり、かつ、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いております。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 319.66 円 １株当たり純資産額 374.80 円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 10,932,878 12,958,257

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 82,298 86,153

（うち少数株主持分） (82,298) (86,153)

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計年

度末）の純資産額（千円）
10,850,580 12,872,103

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結

会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数

（千株）

33,943 34,343

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 11.70 円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

四半期純損失であり、かつ潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 16.60 円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

四半期純損失であり、かつ潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） 399,979 564,485

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 399,979 564,485

期中平均株式数（千株） 34,173 33,995
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（自己株式の取得）

　当社は、平成21年２月12日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議

いたしました。

(1) 自己株式の取得を行う理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を

可能とするため。

(2) 自己株式の取得の内容

　①　取得する株式の種類

当社普通株式

　②　取得しうる株式の数

1,000,000株（上限）

（発行済株式総数に対する割合　2.91％）

　③　株式の取得価額の総額

600百万円（上限）　　

　④　自己株式取得の日程

平成21年２月13日から平成21年９月30日まで

（リース取引関係）

　リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につきましては、引き

続き賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、リース取引残高について前連結会計年度末に

比して著しい変動はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

株式会社新日本科学

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下　隆　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 寺田　昭仁　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新日本科学

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新日本科学及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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